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穴  水  町 

                                  令和 7年 2月 

 

  

 

 

 

１ 償還の対象 

■令和６年１０月３１日までに解体工事業者等と契約を行われた方 

 ・家屋全体を解体し、解体により生じた廃材を撤去・処理するために令和６年 10

月３１日までに解体工事業者等と契約した方で令和７年１月３１日までに工事完

了となるものに限ります。また、公費解体を穴水町に依頼することを前提として家

屋等の一部を解体した場合も対象となります。 

 

※やむを得ない理由がある場合はこの限りではありません。 

 

 

■倒壊のおそれがある個人の家屋等、中小企業者の事業所等 

「り災証明書」で、「全壊」、「大規模半壊」、「中規模半壊」及び「半壊」と判定され

たもの。 

※「中小企業者の事業所等」とは、中小企業基本法に定める「中小企業者」等（こ

れに準じる公益法人等を含む。）が所有する事業所や賃貸マンション等です。 

 

２ 受付窓口・時間等 

■受付窓口：役場 1階 環境安全課 

■受付期間：令和６年４月１日（月）～令和 7年１月３１日（金）※土日祝を除く 

■受付時間：午前９時～午後 4時 

 
 

 

問合せ 
【穴水町環境安全課】   

TEL０７６８－５２－３７７０  午前９時～午後 4時まで 

被災家屋等の解体・撤去に関する費用償還のご案内 

（自費解体による費用償還制度） 

本制度は、令和６年能登半島地震によって甚大な被害を受けた、倒壊の恐れがある被災家

屋等の所有者等が被災家屋等の解体・撤去等を施工業者等と契約し、被災家屋等の所有者等

が自らの費用をもって、その被災家屋等の解体・撤去等を既に完了した場合において、その

要した費用を、町が申請者等に償還するものです。 
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３ 受付に必要な書類等 

■【個人・中小企業者・公益法人等共通】※必須 

必要な書類等 備考 

申請書（様式第１号）  

申請者の実印 

（法人の場合は代表印） 

既に申請書及び委任状に押印されていれば持ち込みは不要 

印鑑登録証明書 

（法人の場合は印鑑証明書） 

 

身分証明書 運転免許証、マイナンバーカード、パスポート等 

り災証明書  

工事写真 着手前、解体中、完了写真 

解体した建物が特定できるもの ・登記されている場合は不要 

（未登記の場合は、固定資産課税明細書等の建物の構造・面

積が分かる書類の提出が必要） 

 

※解体した建物の実面積が登記情報や固定資産情報の面積

と異なる場合は、実面積が分かる資料（測量図及びその寸法

が確認できる写真）が必要 

見積書（内訳書） 工事の内訳が分かる資料 

契約書 見積書（内訳書）、領収書と金額が一致していること 

領収書 見積書（内訳書）、契約書と金額が一致していること 

マニフェスト伝票 解体廃棄物を処分した伝票 

 

■代理人の方が手続を行う場合にご用意いただく書類 

必要な書類等 備考 

委任状  

代理人の認印 既に申請書及び委任状に押印されていれば持ち込みは不要 

 

※個別の状況により必要書類を追加していただく場合があります。 
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４ 申請から支払いまでの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 償還額の算定について 

償還する額の上限は、穴水町が算定した額と申請者から解体工事業者への支払金額の

いずれか低い方の額となります。 

 

解体・撤去に要する費用（基準額）は、基本的に次のように算定します。 

 

解体・撤去した家屋等の延床面積×町が定める構造別単価 

 

なお、家屋等の延床面積は、原則、固定資産評価証明書によります。 

 

 

  

申  請 

役場１階 環境安全課に申請書などを持参してください。 

現地確認及び審査 

受付後、申請書類の審査及び場合によっては現地調査を行います。 

償還額の算定 
 

現地調査終了後、建築物の構造、延床面積などに応じて穴水町の基準によ

り償還額を算定します。 

 

決定通知書→依頼書の提出→振込 
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６ Ｑ＆Ａ 

問１ 申請者は、被災家屋等の所有者なのか？ 

答１ 解体工事業者等と契約を締結した方が申請者となります。 

    ※ただし、所有者の同意は必要です。 

 

問２ 解体工事業者等との契約書は作成していないが、対象となるか？ 

答２ 令和６年１０月３１日までに解体工事業者と契約を締結していたことが確認でき

る書類が必要です。 

 

問３ 敷地内にある物置の解体撤去費用についても対象となるのか？ 

答３ 固定資産証明書により床面積が確認できる物置等については、償還額の算定基礎

に入ります。（半壊以上のり災判定なら可） 

 

問４ 被災家屋等の一部を危険除去のために、令和６年１０月３１日までに解体工事業者

等と契約して解体・撤去したが対象となるのか？ 

答４ 償還の対象は、被災家屋等の全体を解体・撤去した場合のみとなります。ただし、

倒壊の危険があり、やむを得ず被災家屋等の一部を令和６年１０月３１日までに解体

工事業者等と契約して解体し、その後、残りの部分の解体を穴水町に依頼する場合は

対象となります。  

 


